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貸　借　対　照　表
平成16年3月31日現在

[単位：円]

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金 647,694,119          
未　　収　　金 1,172,990,371       
そ　　の　　他 3,200,102             
流動資産合計 1,823,884,592       

Ⅱ固定資産
１ 有形固定資産

建          物 8,235,283,606       
減価償却累計額　 △ 2,158,414,491    6,076,869,115       

構    築    物 125,763,760          
減価償却累計額　 △ 54,953,605       70,810,155           

機械及び装置 1,073,298,574       
減価償却累計額　 △ 117,918,802      955,379,772          

車 両 運 搬 具 27,938,469           
減価償却累計額　 △ 25,124,567       2,813,902             

工具、器具及び備品 596,009,315          
減価償却累計額　 △ 373,100,928      222,908,387          

土          地 6,170,400,000       
　 有形固定資産合計 13,499,181,331      
２ 無形固定資産

電話加入権 1,872,000             
　 無形固定資産合計 1,872,000             
３ その他の固定資産

預　　託　　金 1,262,000             
　 その他の固定資産合計 1,262,000             

固定資産合計 13,502,315,331      
資産合計 15,326,199,923      

負債の部
Ⅰ流動負債

運営費交付金債務 253,323,694          
短期リース債務 34,259,394           
未    払    金 1,033,072,313       
未　払　費　用 12,432,626           
未払消費税 8,921,000             
預    り    金 4,083,277             
流動負債合計 1,346,092,304       

Ⅱ固定負債
資産見返負債
　 資産見返運営費交付金 111,998,757          
　 資産見返物品受贈額 31,502,892           143,501,649          
長期借入金 650,000,000          
長期リース債務 32,965,376           

固定負債合計 826,467,025          
負債合計 2,172,559,329       

資本の部
Ⅰ資    本    金

政府出資金 14,052,883,551      
資本金合計 14,052,883,551      

Ⅱ資　本　剰　余　金
資本剰余金 815,689,988          
損益外減価償却累計額 △ 2,322,012,119    

資本剰余金合計 △ 1,506,322,131    

Ⅲ利　益　剰　余　金
目的積立金 74,663,103           
積立金 445,640,261          
当期未処分利益 86,775,810           
（うち当期総利益 86,775,810            ）

利益剰余金合計 607,079,174          

資本合計 13,153,640,594      

負債資本合計 15,326,199,923      



損　益　計　算　書
自平成15年4月1日　至平成16年3月31日

[単位：円]

経常費用
研究業務費

給与手当 513,764,645          
賞与 173,884,098          
法定福利費 79,972,650           
福利厚生費 88,987                 
退職手当 101,428,652          
雑給 106,040,221          
外部委託費 874,507,533          
消耗品費 128,618,876          
賃借料 46,940,564           
減価償却費 85,315,435           
保守修繕・維持管理費 104,905,052          
水道光熱費 56,883,502           
その他 179,229,668          2,451,579,883       

一般管理費
役員報酬 51,612,273           
給与手当 110,994,913          
賞与 36,385,283           
法定福利費 22,523,402           
福利厚生費 2,127,209             
退職手当 23,324,480           
雑給 38,290,821           
外部委託費 14,404,350           
消耗品費 15,269,042           
賃借料 1,296,414             
減価償却費 1,814,009             
保守修繕・維持管理費 24,574,192           
水道光熱費 2,755,427             
その他 21,791,826           367,163,641          

財務費用
支払利息 2,719,723             2,719,723             

経常費用計 2,821,463,247       

経常収益
運営費交付金収益

運営費交付金収益 1,417,511,673       
資産見返運営費交付金戻入 11,604,001           1,429,115,674       

受託収入
政府受託研究収入 1,353,547,361       
その他受託研究収入 30,336,983           1,383,884,344       

物品受贈益
物品受贈益 -                         
資産見返物品受贈額戻入 35,529,778           35,529,778           

事業収入
特許収入 21,489,292           
研修員受入収入 11,440,000           
技術指導料収入 14,414,330           
講演料収入 3,115,422             
原稿料収入 17,000                 
プログラム販売収入 945,000
寄付金収入 5,625,193             57,046,237           

財務収益
受取利息 9,475                   9,475                   

雑益
財産賃貸収入 2,946,836             2,946,836             

経常収益計 2,908,532,344       
経常利益 87,069,097           

臨時損失
固定資産除却損 1,486,759             1,486,759             

臨時収益
資産見返物品受贈額戻入 1,072,009             
固定資産売却益 121,463               1,193,472             

当期純利益 86,775,810           
当期総利益 86,775,810           



キャッシュ・フロー計算書
自平成15年4月1日　至平成16年3月31日

[単位：円]

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
人件費支出 △ 1,243,816,141    
業務経費及び一般管理経費支出 △ 1,723,998,584    
運営費交付金収入 1,616,093,000       
受託収入 1,271,197,552       
その他の収入 55,169,258           
　　　　小計 △ 25,354,915        
利息の受取額 9,475                  

利息の支払額 △ 2,753,038         

　業務活動によるキャｯシュ・フロー △ 28,098,478        

Ⅱ投資活動によるキャｯシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 814,085,821      
施設費による収入 706,957,000         
その他の固定資産の取得による支出 △ 339,000            
その他 △ 154,750            

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 107,622,571      

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 29,625,185        

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 29,625,185        
　
Ⅳ資金増加額 △ 165,346,234      
Ⅴ資金期首残高 813,040,353         
Ⅵ資金期末残高 647,694,119         



利益の処分に関する書類

[単位：円]

Ⅰ　当期未処分利益 86,775,810           
当期総利益 86,775,810           

Ⅱ　利益の処分額
積立金 84,944,166           
独立行政法人通則法第４４条第３項により
主務大臣の承認を受けた額

研究基盤整備及び研究開発積立金 1,831,644             1,831,644             86,775,810           



行政サービス実施コスト計算書
自平成15年4月1日　至平成16年3月31日

[単位：円]

Ⅰ　業務費用
損益計算書上の費用

研究業務費 2,451,579,883       
一般管理費 367,163,641         
財務費用 2,719,723             
臨時損失 1,486,759             2,822,950,006       

（控除）
受託収入 △ 1,383,884,344    
事業収入 △ 57,046,237        
雑益 △ 2,946,836         
財務収益 △ 9,475               △ 1,443,886,892    1,379,063,114       

Ⅱ　損益外減価償却等相当額
損益外減価償却相当額 614,693,450         
損益外固定資産除却相当額 164,827,477         779,520,927         

Ⅲ　引当外退職手当増加見積額 △ 297,375,719      

Ⅳ　機会費用
国有財産無償使用の機会費用 9,571,309             
政府出資等の機会費用 179,018,949         188,590,258         

Ⅴ　行政サービス実施コスト 2,049,798,580       



　[ 重 要 な 会 計 方 針 ]

１．運営費交付金収益の計上基準

　　　　費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

　　　有形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　　　　　　建物　　　　　　　　　　２～５０年

　　　　　　構築物　　　　　　　　　２～６０年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　２～１７年

　　　　　　車両運搬具　　　　　　　２～　３年

　　　　　　工具、器具及び備品　　　１～３３年

　　　　また、特定償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額に

　　　ついては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示してお

　　　ります。

３．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法

　　職員の退職手当については財源措置がなされるため、退職手当に係る引当金は

　計上しておりません。

　　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、

　自己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。

４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）国有財産無償使用の機会費用の計算方法

　　　　近隣の地代や賃借料等を参考に計算しております。

（２）政府出資等の機会費用

　　　　国債利回り等を参考に１．４３５％で計算しております。

５．リース取引の処理方法

　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の

　売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の

　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込み方式によっております。



　[ 貸 借 対 照 表 関 係 ]

運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額

７６３，２８８，５７７円

　[ キ ャ ッ シ ュ ・  フ ロ ー 計 算 書  関 係 ]　

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

　　現金及び預金勘定 ６４７，６９４，１１９円

　　現金及び現金同等物 ６４７，６９４，１１９円

２．重要な非資金取引

　　①ファイナンス・リースによる資産の取得 ３５，３５９，１２３円



附　　　属　　　明　　　細　　　書



　　附　属　明　細　書

(1)
　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86 特定の償却資産の減価に
　　係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

（単位：円）

資産の種類
期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

期末
残高

減価償却累計額
差引当期末
残高

摘　要 当　 期
 償却額

有形固定
資産
（償却費
損益内）

建物 2,045,400              -                  -                  2,045,400              203,005          158,656           1,842,395              

構築物 16,035,150            11,920,650     -                  27,955,800            2,815,142        1,646,115         25,140,658            

機械及び装置 39,865,885            49,766,263     -                  89,632,148            9,400,884        5,179,710         80,231,264            

車両運搬具 29,323,839            -                  1,385,370       27,938,469            25,124,567      6,678,354         2,813,902              

工具、器具及び備品 492,401,183          82,739,288     10,720,103     564,420,368          369,956,676    73,466,609       194,463,692          

計 579,671,457          144,426,201   12,105,473     711,992,185          407,500,274    87,129,444       304,491,911          

有形固定
資産
（償却費
損益外）

建物 8,167,079,392        223,360,835   157,202,021   8,233,238,206        2,158,211,486  552,670,353      6,075,026,720        

構築物 97,807,960            -                  -                  97,807,960            52,138,463      15,212,141       45,669,497            

機械及び装置 428,509,641          562,782,241   7,625,456       983,666,426          108,517,918    43,887,681       875,148,508          

工具、器具及び備品 14,732,023            16,856,924     -                  31,588,947            3,144,252        2,923,275         28,444,695            

建設仮勘定 11,600,000            -                  11,600,000     -                         -                   -                     -                         

計 8,719,729,016        803,000,000   176,427,477   9,346,301,539        2,322,012,119  614,693,450      7,024,289,420        

非償却
資産

土地 6,170,400,000        -                  -                  6,170,400,000        -                   -                     6,170,400,000        

計 6,170,400,000        -                  -                  6,170,400,000        -                   -                     6,170,400,000        

有形固定
資産合計

建物 8,169,124,792        223,360,835   157,202,021   8,235,283,606        2,158,414,491  552,829,009      6,076,869,115        

構築物 113,843,110          11,920,650     -                  125,763,760          54,953,605      16,858,256       70,810,155            

機械及び装置 468,375,526          612,548,504   7,625,456       1,073,298,574        117,918,802    49,067,391       955,379,772          

車両運搬具 29,323,839            -                  1,385,370       27,938,469            25,124,567      6,678,354         2,813,902              

工具、器具及び備品 507,133,206          99,596,212     10,720,103     596,009,315          373,100,928    76,389,884       222,908,387          

土地 6,170,400,000        -                  -                  6,170,400,000        -                   -                     6,170,400,000        

建設仮勘定 11,600,000            -                  11,600,000     -                         -                   -                     -                         

計 15,469,800,473      947,426,201   188,532,950   16,228,693,724      2,729,512,393  701,822,894      13,499,181,331      

無形固定
資産

電話加入権 1,872,000              -                  -                  1,872,000              -                   -                     1,872,000              

計 1,872,000              -                  -                  1,872,000              -                   -                     1,872,000              

その他の
資産

預託金 923,000                339,000         -                  1,262,000              -                   -                     1,262,000              

計 923,000                339,000         -                  1,262,000              -                   -                     1,262,000              



（２）　長期借入金の明細
（単位：円）

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 平均利率(%) 返済期限 摘要

施設整備費 647,363,500    -                  -                  647,363,500    -                  3月29日平成19年

附帯事務費 2,636,500       -                  -                  2,636,500       -                  3月29日平成19年

計 650,000,000    -                  -                  650,000,000    



 

  

（３）　資本金及び資本剰余金の明細及び増減

（単位：円）

区　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

資本金
政府出資金 14,052,883,551         -                        -                        14,052,883,551         

計 14,052,883,551         -                        -                        14,052,883,551         

資本
剰余金

資本剰余金
－施設費 262,692,410             803,000,000          -                        1,065,692,410          
資本剰余金
－政府承継 1,872,000                -                        -                        1,872,000                

損益外
固定資産除
却額 △ 87,046,945          △ 164,827,477     -                        △ 251,874,422        

計 177,517,465             638,172,523          -                        815,689,988             

損益外
減価償却
累計額 1,826,586,251          614,693,450          119,267,582          2,322,012,119          

差引計 △ 1,649,068,786     23,479,073            △ 119,267,582      △ 1,506,322,131     



（４）　積立金の明細
（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

積立金 371,322,202    74,318,059     -                  445,640,261    

目的積立金 58,890,022     15,773,081     -                  74,663,103     

　施設改修等積立金 31,552,030     -                  31,552,030     

　実験機器等購入積立金 15,421,632     -                  15,421,632     

　研究交流促進積立金 11,916,360     -                  11,916,360     
　研究基盤整備及び
　研究開発積立金 -                  15,773,081     -                  15,773,081     

 H16.3.22に国土交通大臣
より承認を得たため

合 計 430,212,224    90,091,140     -                  520,303,364    



（５）　運営交付金債務の明細及び運営費交付金収益の明細
（単位：円）

交付年度 期首残高
交付金当期交

付額

当期振替額

期末残高
運営費交付金

収益
資産見返運営
費交付金 小計

平成１３年度 5,651,178        -                  -                  -                  -                  5,651,178        
平成１４年度 104,630,923     -                  2,201,262       -                  2,201,262      102,429,661     
平成１５年度 -                    1,616,093,000 1,415,310,411 55,539,734     1,470,850,145 145,242,855     
合 計 110,282,101     1,616,093,000 1,417,511,673 55,539,734     1,473,051,407 253,323,694     



（６）　運営費交付金以外からの国からの財源措置の明細
（単位：円）

区　分 当期交付額

左の会計処理内訳

摘　要
建設仮勘定
見返施設費 資本剰余金 その他

施設整備費 792,535,000     -                  792,535,000    -                  
附帯事務費 10,465,000       -                  10,465,000     -                  

計 803,000,000     -                  803,000,000    -                  



（７）　役員及び職員の給与費の明細

(単位：円）

区　　分 報酬又は給与 退　職　手　当

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

役　　  　 員 51,612,273            4             -                         -             

職　　 　  員 835,028,939          108          124,074,239          5             

非常勤職員 102,597,897          50            678,893                8             

合　　計 989,239,109          162          124,753,132          13            

（注）
１．報酬等の支給の基準
　　　　　役員報酬 ：「独立行政法人港湾空港技術研究所役員給与規程」によっております。
　　　　　役員退職手当 ：「独立行政法人港湾空港技術研究所役員退職手当支給規程」によっております。
　　　　　職員給与 ：「独立行政法人港湾空港技術研究所職員給与規程」によっております。
　　　　　職員退職手当 ：「独立行政法人港湾空港技術研究所就業規則」によっております。
　　　　　非常勤職員給与：「非常勤職員の就業等に関する規則」によっております。

２．職員の給与の支給人員は、年間平均支給人員数によっております。



決　　　算　　　報　　　告　　　書



　決　算　報　告　書          　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

　　　区　　　　　　分　　　　　 予 算 金 額 　 決 算 金 額     差             額 　　　　　  備　　      　　　　　　考

　収　　入　　　　

　　運営費交付金 1,616,093,000 1,616,093,000 0

　　施設整備費補助金 0 0 0

　　施設整備資金借入金 0 0 0

　　受託収入 1,377,000,000 1,383,884,344 6,884,344
　　　 　　一般会計分 189,000,000 189,292,035 292,035 国土交通本省からの受託が予定より

多かったため
　　　 　　港湾特会分 1,014,000,000 1,019,905,387 5,905,387 国土交通本省等からの受託が予定よ

り多かったため
　　　 　　空港特会分 144,000,000 144,349,939 349,939 国土交通省からの受託が予定より多

かったため

　　　 　　そ 　の　 他 30,000,000 30,336,983 336,983
民間等からの受託が予定より多かった
ため

　　その他の収入 20,287,000 60,184,011 39,897,011 特許権収入等予定より多かったため

　　前年度より繰越金 897,400,000 901,682,101 4,282,101

　　合　　　　　　　　計 3,910,780,000 3,961,843,456 51,063,456

　支　　出
　　　業務経費 328,342,000 279,160,594 49,181,406 その他の収入が予定より多かったため

　　　人件費　　　 1,291,794,000 1,101,681,665 190,112,335 運営費交付金の人件費執行が予定よ
り少なかったため

　　　施設整備費   791,400,000 791,400,000 0

　　　受託関係経費 1,377,000,000 1,383,884,344 △ 6,884,344
　　　 　　一般会計分 189,000,000 189,292,035 △ 292,035 国土交通本省からの受託が予定より

多かったため
　　　 　　港湾特会分 1,014,000,000 1,019,905,387 △ 5,905,387 国土交通本省等からの受託が予定よ

り多かったため
　　　 　　空港特会分 144,000,000 144,349,939 △ 349,939 国土交通省からの受託が予定より多

かったため

　　　 　　そ 　の　 他 30,000,000 30,336,983 △ 336,983
民間等からの受託が予定より多かった
ため

　　　一般管理費 122,244,000 122,541,191 △ 297,191 前年度より繰越金があったため

　　合　　　　　　　　計 3,910,780,000 3,678,667,794 232,112,206



事　　　業　　　報　　　告　　　書



独立行政法人港湾空港技術研究所　平成１５年度事業報告書

１．研究所の現況

　（1）業務の範囲

　　　イ　研究所の設置目的（独立行政法人港湾空港技術研究所法第三条より）

　　　　港湾及び空港の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、

　　　　効率的かつ円滑な港湾及び空港の整備等に資するとともに港湾及び空港の整備等

　　　　に関する技術の向上を図ることを目的とする。

　　　ロ　研究所の業務の範囲（独立行政法人港湾空港技術研究所法第十条より）

　　　　一　次に掲げる事項に関する基礎的な調査、研究及び技術の開発を行うこと。

　　　　　イ　港湾の整備、利用及び保全に関すること。

　　　　　ロ　航路の整備及び保全に関すること。

　　　　　ハ　港湾内の公有水面の埋立て及び干拓に関すること。

　　　　　ニ　港湾内の海岸の整備、利用及び保全に関すること。

　　　　　ホ　飛行場の整備及び保全に関すること。

　　　　二　前号イからホまでに掲げる事項に関する事業の実施に関する研究及び技術の開

　　　　　発を行うこと。

　　　　三　前二号に掲げる業務に係る技術の指導及び成果の普及を行うこと。

　　　　四　第一号イからホまでに掲げる事項に関する情報を収集し、整理し、及び提供す

　　　　　ること。

　（2）事務所の所在地

　　　　　神奈川県横須賀市長瀬３－１－１

　（3）資本金の状況

　　　　　１４，０５２，８８３千円

　（4）役員の状況

　　　イ　定数

　　　　　理事長１人、理事１人、監事２人

　　　ロ　氏名、役職、任期及び経歴

小和田　亮 　　理事長 ２年 国土交通省港湾技術研究所長

加藤　一正 　　理事 ２年 独立行政法人港湾空港技術研究所監事

石橋伊都男 　　監事 ２年 人事院人材局長

加藤　忠良 　　監事（非常勤） ２年 京浜開発㈱常勤監査役

　（5）職員の状況

　　　　　職員数　平成１５年度末　１０８名　



　（6）設立の根拠となる法律

　　　　　独立行政法人港湾空港技術所法（平成十一年一二月二十二日法律第二百九号）

　（7）主務大臣

　　　　　国土交通大臣

　（8）沿　革

　　　　　昭和２１年　５月　鉄道技術研究所第七部港湾研究室として研究体制発足

　　　　　昭和２４年　６月　運輸省発足に伴い港湾局技術研究課に組織替

　　　　　昭和２５年　４月　運輸省運輸技術研究所設立に伴い

　　　　　　　　　　　　　　　　港湾物象部及び港湾施設部を設置

　　　　　昭和３７年　４月　運輸省港湾技術研究所設立

　　　　　平成１３年　１月　中央省庁再編に伴い国土交通省港湾空港技術研究所となる

　　　　　平成１３年　４月　独立行政法人港湾空港技術研究所と

　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通省国土技術政策総合研究所に分離・移行

２．研究所の事業に関する事項

　（1）事業の実施状況

　　　イ　研究活動の推進

　　　・　国土交通大臣から指示された中期目標に設定された重点研究領域の研

 　　　   究実施項目として８７項目の研究を実施するとともに、重点研究領域

　　　　　の中で特に緊急性を有する研究（特別研究）５項目、及び将来の発展

　　　　　の可能性があると想定される研究（特定萌芽的研究）５項目に対し、

　　　　　研究費を競争的に配分した。

　　　・　また、受託研究の実施や外部の競争的資金の導入に努めるとともに、

　　　　　研究の効果的な実施を目指して、内部評価委員会、外部評価委員会に

　　　　　よる研究評価を行った。

　　　・　研究の実施に当たっては、共同研究の実施等による国内外の大学、研

　　　　　究機関・民間企業等産学官の連携体制を積極的に構築した。

　　　・　研究業務の質の向上を図るため研究者評価を実施した。

　　　ロ　技術の指導および成果の普及に関する事業の実施

　　　　（成果の普及）

　　　・　港湾空港技術研究所報告および港湾空港技術研究所資料をそれぞれ４

　　　　　回刊行した。

　　　・　１３９編の査読付論文（うち英文論文６８編）を発表した。

　　　・　２２件の特許出願を行った。

　　　・　研究所広報誌の年４回の発刊、研究所の一般公開・講演会の開催等に

　　　　　より、積極的に国民への情報提供を行った。

　　　　（技術の指導）



　　　・　民間企業等から依頼研修生を１９名受け入れた。

　　　・　大学生等を実習生等として４５名受け入れた。

　　　・　大学へ助教授等として８名の研究者を派遣した。

　　　・　ＪＩＣＡの短期専門家として３カ国へ研究者５名を派遣した。

　　　・　港湾・空港等の技術課題を検討する委員会等に、のべ５３９名の研究

　　　　　者を委員等として派遣した。

　　　・　国土技術政策総合研究所が主催する研修の講師としてのべ３９名を、

　　　　　ＪＩＣＡが行う外国人技術者を対象とした研修の講師としてのべ２６

　　　　　名の研究者を派遣した。

　　　・　また、地震の発生、台風の襲来時には被害等の調査のため、研究所の

　　　　　専門家チームを現地に派遣した。

　（2）借入金等の額及び借入先

　　　イ　長期借入金　国土交通省大臣官房会計課長

６５０，０００千円（決算）

　　　ロ　短期借入金　該当なし

　（3）補助金等の名称及び額

　　　　　独立行政法人港湾空港技術研究所施設整備費補助金

　　７９１，４００千円（決算）

　（4）その他

　　　　　運営費交付金収入 １，６１６，０９３千円（決算）

　　　　　受託収入 １，３８３，８８４千円（決算）

　　　　　その他収入 　　　６０，１８４千円（決算）

３．研究所の子会社及び関連会社に関する事項

　　　該当なし

４．研究所の関連公益法人に関する事項

　　　該当なし

５．研究所が対処すべき課題

　　平成１３年４月１日に国土交通大臣より指示を受けた中期目標を達成するため、平成

　　１３年４月２日に国土交通大臣より認可を受けた中期計画に基づき業務を実施する。




